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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】気体漏出の可視化に優れ、検査時間が短く、安
全性が高い赤外線画像取得法を提供する。
【解決手段】複数のピクセルを含む検出放射輝度のマル
チスペクトル画像を取得する工程、前記複数のピクセル
背景放射輝度を推定する工程、前記検出放射輝度及び前
記推された定背景放射輝度に基づいて前記ピクセルの気
体濃度・長を計算する工程、及び気体閾値レベルを超え
ると警報を発する工程を含む。前記マルチスペクトル光
学式気体撮像カメラのマルチスペクトル構成は、対象気
体の吸収波長範囲の外側にある参照帯域と、前記対象気
体の前記吸収波長範囲の少なくとも一部を含む活性帯域
とを含む。前記背景放射輝度を推定する工程は、前記活
性帯域の検出放射輝度を前記参照帯域の検出放射輝度に
関連付けるモデルを決定する工程、及び前記モデルを較
正モデルとして用いて、対象気体の存在下、又は不存在
下で活性帯域の背景放射輝度を推定する工程を含む。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　気体濃度・長を定量する方法であって、
　マルチスペクトル光学式気体撮像カメラを用いて複数のピクセルを含む検出放射輝度の
マルチスペクトル画像を取得する工程、
　前記複数のピクセルのうちの少なくとも１つの背景放射輝度を推定する工程、
　前記検出放射輝度及び前記推定された背景放射輝度に基づいて前記複数のピクセルのう
ちの前記少なくとも１つの気体濃度・長を計算する工程、及び
　気体閾値レベルを超える少なくとも１つのピクセルの気体濃度・長を含む、複数の警報
条件の一覧中の各警報条件が満たされる場合に警報を発する工程を含み、
　前記マルチスペクトル光学式気体撮像カメラのマルチスペクトル構成は、対象気体の吸
収波長範囲の外側にある参照帯域と、前記対象気体の前記吸収波長範囲の少なくとも一部
を含む活性帯域とを含み、
　前記背景放射輝度を推定する工程は、
　前記活性帯域の検出放射輝度を前記参照帯域の検出放射輝度に関連付けるモデルを決定
する工程、及び
　前記モデルを較正モデルとして用いて、対象気体の存在下、又は不存在下で活性帯域の
背景放射輝度を推定する工程を含む、方法。
【請求項２】
　前記画像は、赤外線画像であり、赤外線放射を感知できる前記マルチスペクトル光学式
気体撮像カメラにより取得される、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記モデルは、回帰及びニューラルネットワークを含む機械学習を用いて決定される解
析モデルである、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記マルチスペクトル構成は、複数の活性帯域を含み、
　前記複数の活性帯域及び前記参照帯域は、活性帯域の数より１つ多い複数の長波長透過
フィルターを用いて決定され、
　前記複数の活性帯域のそれぞれは、前記参照帯域を含み、
　前記複数の活性帯域は、第１の活性帯域を含み、前記第１の活性帯域は、前記複数の長
波長透過フィルターのうちの第１の長波長透過フィルターと参照長波長透過フィルターの
第１の差である、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　対象気体と汚染気体とを識別する工程、及び
　種識別閾値を超える各ピクセルを誤報ピクセルとして記録する工程をさらに含み、
　第２の活性帯域は、前記複数の長波長透過フィルターのうちの第２の長波長透過フィル
ターと前記参照長波長透過フィルターとの第２の差を含み、
　対象気体と汚染気体とを識別する工程は、識別特徴パラメーターを前記種識別閾値と比
較する工程を含み、前記識別特徴パラメーターは、比ΔＬ1st_active_band／ΔＬ2nd_act

ive_bandであり、ΔＬ1st_active_bandは前記第１の活性帯域についてのΔＬであり、Δ
Ｌ2nd_active_bandは前記第２の活性帯域についてのΔＬであり、ΔＬは、前記複数の活
性帯域のうちの１つの活性帯域で推定された背景放射輝度Ｌoffと、気体の存在下で前記
１つの活性帯域において検出された放射輝度Ｌonとの差であり、
　警報条件の前記一覧は、気体閾値よりも大きな気体濃度・長を有する、誤報ピクセルで
はない各ピクセルをさらに含む、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記機械学習は、シミュレーションデータ及び実験測定データのうちの少なくとも１つ
に対して実行され、
　前記シミュレーションデータは、既知の大気温度、背景温度、背景反射性、及びプラン
クの法則からなる一覧から選択される少なくとも一要素に基づいて行われるシミュレーシ
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ョンに基づき、
　前記実験測定データは、背景材料の反射率、背景材料の放射率、背景材料温度、大気温
度、前記背景材料と前記大気の温度差、及び日光条件からなる一覧から選択される少なく
とも一要素を測定することを含む実験測定に基づく、請求項３に記載の方法。
【請求項７】
　前記対象気体は炭化水素ガスである、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記炭化水素ガスはメタンである、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記汚染気体は水蒸気である、請求項５に記載の方法。
【請求項１０】
　前記スペクトル範囲は３×１０－６ｍ～５×１０－６ｍである、請求項１に記載の方法
。
【請求項１１】
　前記スペクトル範囲は７×１０－６ｍ～１４×１０－６ｍである、請求項１に記載の方
法。
【請求項１２】
　マルチスペクトル光学式気体撮像カメラ、及び
　前記マルチスペクトル光学式気体撮像カメラに接続されたプロセッサーを含み、
　前記プロセッサーは、
　複数のピクセルを含む画像を読み取ること、
　前記複数のピクセルのうちの少なくとも１つの背景放射輝度を推定すること、
　前記画像及び前記背景放射輝度に基づいて前記複数のピクセルのうちの前記少なくとも
１つの気体濃度・長を計算すること、及び
　少なくとも１つのピクセルの気体濃度・長が気体閾値レベルを超える場合、警報を発す
ることを行い、
　前記マルチスペクトル光学式気体撮像カメラのマルチスペクトル構成は、対象気体の吸
収波長範囲の外側にある参照帯域と、前記対象気体の前記吸収波長範囲の少なくとも一部
を含む活性帯域とを含み、
　前記背景放射輝度を推定することは、
　前記活性帯域の検出放射輝度を前記参照帯域の検出放射輝度に関連付けるモデルを決定
すること、及び
　前記モデルを較正モデルとして用いて、対象気体の存在下、又は不存在下で活性帯域の
背景放射輝度を推定することを含む、気体濃度・長定量システム。
【請求項１３】
　前記画像は、赤外線画像であり、赤外線放射を感知できる前記マルチスペクトル光学式
気体撮像カメラにより取得される、請求項１２に記載のシステム。
【請求項１４】
　前記モデルは、回帰及びニューラルネットワークを含む機械学習を用いて決定される解
析モデルである、請求項１２に記載のシステム。
【請求項１５】
　前記マルチスペクトル構成は、複数の活性帯域を含み、
　前記複数の活性帯域及び前記参照帯域は、活性帯域の数より１つ多い複数の長波長透過
フィルターを用いて決定され、
　前記複数の活性帯域のそれぞれは、前記参照帯域を含み、
　前記複数の活性帯域は、第１の活性帯域を含み、前記第１の活性帯域は、前記複数の長
波長透過フィルターのうちの第１の長波長透過フィルターと参照長波長透過フィルターの
第１の差である、請求項１２に記載のシステム。
【請求項１６】
　前記プロセッサーはさらに、
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　対象気体と汚染気体とを識別すること、及び
　種識別閾値を超える各ピクセルを誤報ピクセルとして記録することを行い、
　第２の活性帯域は、前記複数の長波長透過フィルターのうちの第２の長波長透過フィル
ターと前記参照長波長透過フィルターとの第２の差を含み、
　対象気体と汚染気体とを識別することは、識別特徴パラメーターを前記種識別閾値と比
較することを含み、前記識別特徴パラメーターは、比ΔＬ1st_active_band／ΔＬ2nd_act

ive_bandであり、ΔＬ1st_active_bandは前記第１の活性帯域についてのΔＬであり、Δ
Ｌ2nd_active_bandは前記第２の活性帯域についてのΔＬであり、ΔＬは、前記複数の活
性帯域のうちの１つの活性帯域で推定された背景放射輝度Ｌoffと、気体の存在下で前記
１つの活性帯域において検出された放射輝度Ｌonとの差であり、
　警報条件の一覧は、気体閾値よりも大きな気体濃度・長を有する、誤報ピクセルではな
い各ピクセルをさらに含む、請求項１５に記載のシステム。
【請求項１７】
　前記機械学習は、シミュレーションデータ及び実験測定データのうちの少なくとも１つ
に対して実行され、
　前記シミュレーションデータは、既知の大気温度、背景温度、背景反射性、及びプラン
クの法則からなる一覧から選択される少なくとも一要素に基づいて行われるシミュレーシ
ョンに基づき、
　前記実験測定データは、背景材料の反射率、背景材料の放射率、背景材料温度、大気温
度、前記背景材料と前記大気の温度差、及び日光条件からなる一覧から選択される少なく
とも一要素を測定することを含む実験測定に基づく、請求項１４に記載のシステム。
【請求項１８】
　具現化されるコンピューター可読プログラムコードを内部に記憶する非一時的コンピュ
ーター可読媒体であって、前記コンピューター可読プログラムコードは、
　複数のピクセルを含む画像を読み取り、
　前記複数のピクセルのうちの少なくとも１つの背景放射輝度を推定し、
　前記画像及び前記背景放射輝度に基づいて前記複数のピクセルのうちの前記少なくとも
１つの気体濃度・長を計算し、かつ
　少なくとも１つのピクセルの気体濃度・長が気体閾値レベルを超える場合、警報を発し
、
　前記マルチスペクトル光学式気体撮像カメラのマルチスペクトル構成は、対象気体の吸
収波長範囲の外側にある参照帯域と、前記対象気体の前記吸収波長範囲の少なくとも一部
を含む活性帯域とを含み、
　前記背景放射輝度を推定することは、
　前記活性帯域の検出放射輝度を前記参照帯域の検出放射輝度に関連付けるモデルを決定
すること、及び
　前記モデルを較正モデルとして用いて、対象気体の存在下、又は不存在下で活性帯域の
背景放射輝度を推定することを含む、媒体。
【請求項１９】
　前記画像は、赤外線画像であり、赤外線放射を感知できる光学式気体撮像カメラにより
取得される、請求項１８に記載の非一時的コンピューター可読媒体。
【請求項２０】
　前記モデルは、回帰及びニューラルネットワークを含む機械学習を用いて決定される解
析モデルである、請求項１８に記載の非一時的コンピューター可読媒体。
【請求項２１】
　前記マルチスペクトル構成は、複数の活性帯域を含み、
　前記複数の活性帯域及び前記参照帯域は、活性帯域の数より１つ多い複数の長波長透過
フィルターを用いて決定され、
　前記複数の活性帯域のそれぞれは、前記参照帯域を含み、
　前記複数の活性帯域は、第１の活性帯域を含み、前記第１の活性帯域は、前記複数の長
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波長透過フィルターのうちの第１の長波長透過フィルターと参照長波長透過フィルターの
第１の差である、請求項１８に記載の非一時的コンピューター可読媒体。
【請求項２２】
　前記プログラムコードはさらに、
　対象気体と汚染気体とを識別し、かつ
　種識別閾値を超える各ピクセルを誤報ピクセルとして記録し、
　第２の活性帯域は、前記複数の長波長透過フィルターのうちの第２の長波長透過フィル
ターと前記参照長波長透過フィルターとの第２の差を含み、
　対象気体と汚染気体とを識別することは、識別特徴パラメーターを前記種識別閾値と比
較することを含み、前記識別特徴パラメーターは、比ΔＬ1st_active_band／ΔＬ2nd_act

ive_bandであり、ΔＬ1st_active_bandは前記第１の活性帯域についてのΔＬであり、Δ
Ｌ2nd_active_bandは前記第２の活性帯域についてのΔＬであり、ΔＬは、前記複数の活
性帯域のうちの１つの活性帯域で推定された背景放射輝度Ｌoffと、気体の存在下で前記
１つの活性帯域において検出された放射輝度Ｌonとの差であり、
　警報条件の一覧は、気体閾値よりも大きな気体濃度・長を有する、誤報ピクセルではな
い各ピクセルをさらに含む、請求項２１に記載の非一時的コンピューター可読媒体。
【請求項２３】
　前記機械学習は、シミュレーションデータ及び実験測定データのうちの少なくとも１つ
に対して実行され、
　前記シミュレーションデータは、既知の大気温度、背景温度、背景反射性、及びプラン
クの法則からなる一覧から選択される少なくとも一要素に基づいて行われるシミュレーシ
ョンに基づき、
　前記実験測定データは、背景材料の反射率、背景材料の放射率、背景材料温度、大気温
度、前記背景材料と前記大気の温度差、及び日光条件からなる一覧から選択される少なく
とも一要素を測定することを含む実験測定に基づく、請求項２０に記載の非一時的コンピ
ューター可読媒体。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　近年、赤外線（ＩＲ）光学式気体撮像（optical gas imaging : ＯＧＩ）カメラは、従
来の気体検出法（触媒を用いた検出器など）に比べて気体漏出の可視化に優れ、検査時間
が短く、安全性が高いことから、気体漏出の検出及び監視に広く用いられる。
【０００２】
　ＩＲ　ＯＧＩカメラには、実用的な定性用途に加えて定量用途も提案されている。例え
ば、適切な較正により、撮像されたプルーム（煙流）の気体濃度・長（濃度を経路長に沿
って積分したもので、単位は例えば百万分率・メートル、すなわちｐｐｍ・ｍである）を
定量できる。気体濃度・長を気体濃度経路長（concentration path length : CPL）とも
いう。
【０００３】
　ＩＲ　ＯＧＩは、米国環境保護庁（Environmental Protection Agency : EPA）が認識
している米国の石油・ガス産業の２種類の気体漏出検出・修復（ＬＤＡＲ）調査方法の１
つであり、もう１つはＥＰＡ２１による方法である。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　この概要は、以下の詳細な説明にさらに記載するいくつかの概念を紹介するために提供
される。この概要は、特許請求される主題の主要又は本質的特徴を特定することも、特許
請求される主題の範囲を限定する一助として用いられることも意図していない。
【０００５】
　本発明の１つ以上の側面では、気体濃度・長を定量する方法は、マルチスペクトル光学
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式気体撮像カメラを用いて複数のピクセルを含む検出放射輝度のマルチスペクトル画像を
取得する工程、複数のピクセルのうちの少なくとも１つの背景放射輝度を推定する工程、
検出放射輝度及び推定された背景放射輝度に基づいて複数のピクセルのうちの少なくとも
１つの気体濃度・長を計算する工程、及び複数の警報条件の一覧中の各警報条件が満たさ
れる場合に警報を発する工程を含んでもよい。複数の警報条件の一覧は、気体閾値レベル
を超える少なくとも１つのピクセルの気体濃度・長を含んでもよい。マルチスペクトル光
学式気体撮像カメラのマルチスペクトル構成は、対象気体の吸収波長範囲の外側にある参
照帯域と、対象気体の吸収波長範囲の少なくとも一部を含む活性帯域とを含んでもよい。
背景放射輝度を推定する工程は、活性帯域の検出放射輝度を参照帯域の検出放射輝度に関
連付けるモデルを決定する工程、及びモデルを較正モデルとして用いて、対象気体の存在
下、又は不存在下で活性帯域の背景放射輝度を推定する工程を含んでもよい。
【０００６】
　本発明の１つ以上の側面では、気体濃度・長定量システムはマルチスペクトル光学式気
体撮像カメラ、及びマルチスペクトル光学式気体撮像カメラに接続されたプロセッサーを
含んでもよい。プロセッサーは、複数のピクセルを含む画像を読み取ること、複数のピク
セルのうちの少なくとも１つの背景放射輝度を推定すること、画像及び背景放射輝度に基
づいて複数のピクセルのうちの少なくとも１つの気体濃度・長を計算すること、及び少な
くとも１つのピクセルの気体濃度・長が気体閾値レベルを超える場合、警報を発すること
を行ってもよい。マルチスペクトル光学式気体撮像カメラのマルチスペクトル構成は、対
象気体の吸収波長範囲の外側にある参照帯域と、対象気体の吸収波長範囲の少なくとも一
部を含む活性帯域とを含んでもよい。背景放射輝度を推定することは、活性帯域の検出放
射輝度を参照帯域の検出放射輝度に関連付けるモデルを決定すること、及びモデルを較正
モデルとして用いて、対象気体の存在下、又は不存在下で活性帯域の背景放射輝度を推定
することを含んでもよい。
【０００７】
　本発明の１つ以上の側面では、非一時的コンピューター可読媒体は具現化されるコンピ
ューター可読プログラムコードを内部に記憶し、コンピューター可読プログラムコードは
複数のピクセルを含む画像を読み取り、複数のピクセルのうちの少なくとも１つの背景放
射輝度を推定し、画像及び背景放射輝度に基づいて複数のピクセルのうちの少なくとも１
つの気体濃度・長を計算し、かつ少なくとも１つのピクセルの気体濃度・長が気体閾値レ
ベルを超える場合、警報を発してもよい。マルチスペクトル光学式気体撮像カメラのマル
チスペクトル構成は、対象気体の吸収波長範囲の外側にある参照帯域と、対象気体の吸収
波長範囲の少なくとも一部を含むことができる活性帯域とを含んでもよい。背景放射輝度
を推定することは、活性帯域の検出放射輝度を参照帯域の検出放射輝度に関連付けるモデ
ルを決定すること、及びモデルを較正モデルとして用いて、対象気体の存在下、又は不存
在下で活性帯域の背景放射輝度を推定することを含んでもよい。
【０００８】
　その他の側面及び利点については、以下の説明及び添付の特許請求の範囲から明らかで
ある。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
　添付の図面を参照し、本発明の側面について説明する。ただし、添付の図面は本発明の
１つ以上の実施形態の特定の側面又は実装例のみを例として図示し、特許請求の範囲を限
定するものではない。
【００１０】
【図１Ａ】本発明の１つ以上の実施形態による気体濃度・長定量システムを示す。
【図１Ｂ】本発明の１つ以上の実施形態による気体濃度・長定量システムを示す。
【図１Ｃ】本発明の１つ以上の実施形態による気体濃度・長定量システムを示す。
【図２】本発明の１つ以上の実施形態による気体検出及び定量の放射伝達モデル機構を示
す概略図である。
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【図３】本発明の１つ以上の実施形態による気体濃度・長定量方法のフローチャートであ
る。
【図４】本発明の１つ以上の実施形態によるメタン（ＣＨ４）と水蒸気（Ｈ２Ｏ）の透過
率スペクトルのシミュレーション、及び中赤外線（ＭＷＩＲ）マルチスペクトルＯＧＩシ
ステムに関する例示的な三帯域構成を示す。
【図５Ａ】本発明の１つ以上の実施形態による活性帯域と参照帯域の間の放射輝度比のシ
ミュレーションを示す。
【図５Ｂ】本発明の１つ以上の実施形態による活性帯域と参照帯域の間の放射輝度比のシ
ミュレーションを示す。
【図６】参照帯域の放射輝度に基づく２つの活性帯域について解析モデルで推定した放射
輝度を示す。本発明の１つの実施形態では、放射輝度の推定値をプランクの法則に基づく
数値結果と比較する。
【図７】本発明の１つ以上の実施形態によるメタンと水蒸気の識別特徴信号のシミュレー
ションを示す。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、添付の図面を参照し、本発明の具体的な実施形態について詳述する。各図で同様
の構成要素は、一貫性のため同様の参照番号で示されている。
【００１２】
　本発明による実施形態の以下の詳細な記載では、本発明の理解を深めるために多くの具
体的な詳細を記載する。しかし、当業者にはこれらの詳細を用いずに本発明を実施できる
ことが明らかである。他の例では、記載を不必要に複雑にしないようにするため周知の特
徴を記載しない。
【００１３】
　本願全体で、序数（例えば、第１、第２、第３など）はある構成要素（すなわち本願中
の任意の名詞）に対する形容詞として用いられてもよい。序数の使用は構成要素の特定の
順序を示唆又は付与するものでもなく、「先（before）」、「後（after）」、「１つの
（single）」、及び他のそのような用語の使用などにより明示的に開示されない限り、い
かなる構成要素についても１個のみの構成要素だと限定するものでもない。むしろ、序数
の使用は構成要素を区別するものである。一例として、第１の構成要素は第２の構成要素
とは異なり、第１の構成要素は２個以上の構成要素を包含してもよく、構成要素の順序に
おいて第２の要素よりも後（又は先）であってもよい。
【００１４】
　全体として、本発明の実施形態は、カメラで撮影した画像を用いて、画像のスペクトル
の少なくとも１つの活性帯域と１つの参照帯域を用いて推定した背景放射輝度を、測定放
射輝度から差し引くことで、気体濃度・長を定量する方法、システム、及び非一時的コン
ピューター可読媒体を提供する。スペクトル範囲は、任意の適した範囲の波長を含んでも
よい。１つ以上の実施形態では、３×１０－６ｍ～５×１０－６ｍの範囲の中赤外線（Ｍ
ＷＩＲ）を用いてもよい。１つ以上の実施形態では、７×１０－６ｍ～１４×１０－６ｍ
の範囲の遠赤外線（ＬＷＩＲ）を用いてもよい。中赤外線と遠赤外線は、炭化水素ガス検
出の用途に有用である。１つ以上の実施形態では、カメラは赤外線照射を感知できる光学
式気体撮像カメラである。
【００１５】
　本発明の１つ以上の実施形態は、対象気体と汚染気体を区別することで誤報を減らす方
法を提供する。
【００１６】
　図１Ａは、本発明の１つ以上の実施形態による気体濃度・長定量システムを示す。光学
式気体撮像（ＯＧＩ）カメラ３０は、１つ以上のコンピュータープロセッサー１０２に接
続されていてもよい。１つ以上の実施形態では、ＯＧＩカメラ３０は、マルチスペクトル
ＯＧＩカメラである。ＯＧＩカメラ３０とコンピュータープロセッサー１０２は、有線接
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続されていてもよいし、無線接続されていてもよい。１つ以上のプロセッサーは、コンピ
ューターシステム１００に含まれていてもよい。
【００１７】
　本発明の実施形態は、使用されるプラットフォームに拘わらず、事実上あらゆる種類の
コンピューターシステム１００を用いて実装されてもよい。例えば、ユーザー演算装置は
、本発明の１つ以上の実施形態を実行するための、１つ以上の携帯装置（例えばラップト
ップコンピューター、スマートフォン、パーソナル・デジタル・アシスタント、タブレッ
トコンピューター、又は他の携帯装置）、デスクトップコンピューター、サーバー、サー
バーシャーシ内のブレード、あるいは少なくとも最低限の処理能力とメモリーと入出力装
置とを含む任意の他の種類の演算装置であってもよい。例えば、図１Ａに示すように、コ
ンピューターシステム１００は、１つ以上のプロセッサー１０２と、関連メモリー１０４
（例えばランダム・アクセス・メモリー（ＲＡＭ）、キャッシュメモリー、フラッシュメ
モリーなど）と、１つ以上の記憶装置１０６（例えばハードディスク、光学式ドライブ（
コンパクトディスク（ＣＤ）ドライブ又はデジタル多用途ディスク（ＤＶＤ）ドライブな
ど）、フラッシュメモリースティックなど）、及び他の多数の構成要素及び機能を含んで
いてもよい。プロセッサー１０２は、命令を処理するための集積回路であってもよい。例
えば、プロセッサー１０２は、プロセッサーの１つ以上のコア又はマイクロコアであって
もよい。
【００１８】
　コンピューターシステム１００はまた、タッチ画面、キーボード、マウス、マイクロフ
ォン、タッチパッド、電子ペン、又は任意の他の種類の入力装置などの１つ以上の入力装
置１１０を含んでいてもよい。また、コンピューターシステム１００は、画面（例えば液
晶ディスプレイ（ＬＣＤ）、プラズマディスプレイ、タッチ画面、陰極線（ＣＲＴ）モニ
ター、プロジェクター、又は他の表示装置）、プリンター、外付け記憶装置、又は任意の
他の出力装置などの１つ以上の出力装置１０８を含んでいてもよい。出力装置１０８のう
ち１つ以上は、入力装置と同一であっても異なっていてもよい。出力装置１０８は、気体
濃度・長が気体閾値レベルを超えた場合に警報として用いることのできるライト（例えば
点滅する赤色光）、警音器、ブザーなどを含んでいてもよい。出力装置は、ファクシミリ
（ファックス）、電子メール、ショート・メッセージ・サービス（ＳＭＳ）テキストなど
を作成かつ／又は受信してもよい。１つ以上の実施形態では、予め設定した種識別閾値を
超え、気体濃度・長測定値を歪めるほどのレベルの汚染気体を示し、誤報を発する場合に
は警報を控えてもよい。
【００１９】
　図１Ｂは、１つ以上の実施形態に従い、コンピューターシステム１００がネットワーク
インターフェース接続（図示せず）を介してネットワーク１１２（例えば、ローカル・エ
リア・ネットワーク（ＬＡＮ）、インターネットなどのワイド・エリア・ネットワーク（
ＷＡＮ）、モバイルネットワーク、又は任意の他の種類のネットワーク）に接続されてい
てもよいことを示している。入力装置及び出力装置は、ローカル接続されていてもよいし
、（例えば、プロセッサー１０２、メモリー１０４、及び記憶装置１０６に接続されたネ
ットワーク１１２を介して）リモート接続されていてもよい。ＯＧＩカメラ３０は、ネッ
トワーク１１２により１つ以上のコンピュータープロセッサー１０２に接続されていても
よい。多くの様々な種類のコンピューターシステムが存在しており、上記の入出力装置は
他の形態をとってもよい。
【００２０】
　本発明の実施形態を実行するためのコンピューター可読プログラムコードの形態のソフ
トウェア命令の全体又は一部は、一時的又は永久的に、ＣＤ、ＤＶＤ、記憶装置、フロッ
ピーディスク、テープ、フラッシュメモリー、物理メモリー、又は任意の他のコンピュー
ター可読記憶媒体などの非一時的コンピューター可読媒体に記憶されていてもよい。具体
的には、ソフトウェア命令は、プロセッサー１０２により実行されると本発明の１つ以上
の実施形態を実行するコンピューター可読プログラムコードに対応していてもよい。また
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、ソフトウェア命令を実行するプロセッサーにより実行される、記載されたすべての工程
は、１つ以上の実施形態では回路などのハードウェアの形態であってもよい。当業者であ
れば、ハードウェアが特定用途向け集積回路又は他の適切な回路で構成されていてもよい
ことはよく理解できる。
【００２１】
　上記コンピューターシステム１００の１つ以上の構成要素は、遠隔地に配置されネット
ワーク１１２で他の構成要素と接続されていてもよい。さらに、本発明の１つ以上の実施
形態は、複数のノードを有する分散型システムで実施されてもよく、本発明の各部分はこ
の分散型システム内の異なるノードに配置されていてもよい。本発明の１つ以上の実施形
態では、ノードは、個別の演算装置に対応する。あるいは、ノードは関連する物理メモリ
ーを有するプロセッサーに対応していてもよい。あるいは、ノードは、メモリー及び／又
はリソースを共有するプロセッサー又はプロセッサーのマイクロコアに対応していてもよ
い。
【００２２】
　図１Ｃに、１つ以上の実施形態によるＯＧＩカメラ３０を示す。ＯＧＩカメラ３０は、
検出器３２に接続されている。この検出器は、居住環境又は産業環境で通常用いられる種
類のもの、例えば温度計、湿度計であってもよい。接続は有線又は無線であってもよく、
ネットワーク経由の接続を含んでもよい。１つ以上の実施形態では、検出器３２はＯＧＩ
カメラと一体になっていてもよい。１つ以上の実施形態では、ＯＧＩカメラ３０は集積回
路と一体になっていてもよい。
【００２３】
　１つ以上の実施形態では、ＯＧＩカメラ３０を用いて、特に商業環境、産業環境、海洋
環境、居住環境、又は農村環境から気体濃度・長を定量するために画像を取り込んでもよ
い。
【００２４】
　図２に、１つ以上の実施形態によるＯＧＩによる気体漏出の撮影と、気体濃度・長（濃
度を厚さ又は長さで積分したもので、単位は例えば百万分率・メートル、すなわちｐｐｍ
・ｍ）の定量の物理的根拠（放射伝達モデルとして知られている）の模式図を示す。ＯＧ
Ｉカメラ３０は、対象気体の吸収帯の少なくとも一部を通す、少なくとも１個の長波長透
過フィルターを備えていてもよい。ＯＧＩカメラ３０は、対象気体の吸収帯を通さない参
照帯域長波長透過フィルターも装えていてもよい。長波長透過フィルターは、特定の波長
を超える光を透過する。１つ以上の実施形態では、ＯＧＩカメラ３０は、異なる種類のフ
ィルター、例えば短波長透過フィルター又は帯域透過フィルターを備えていてもよい。対
象気体は、例えばメタン、六フッ化硫黄、一酸化炭素、及び二酸化炭素であってもよい。
これらの対象気体の１つ以上を例えば石油・ガス産業の環境で検出することができる。し
かし、本発明の１つ以上の実施形態を例えば住居環境を含む他の環境に応用することもで
きる。
【００２５】
　図２に示すように、背景１０からの放射輝度４０、Ｌｂ（λ）（λは放射波長を示す）
は、気体プルーム２０を通過する。背景放射輝度４０の強さは、気体吸収により弱まる場
合がある。気体プルーム２０による吸収は、透過率係数τｐ（λ）により特徴づけられて
もよく、したがってＯＧＩカメラ３０に到達する透過した放射輝度５０は、Ｌｂ（λ）τ

ｐ（λ）になる。透過率係数τｐ（λ）は、ランバート・ベールの法則によって気体濃度
・長γに関連する：τｐ（λ）＝ｅｘｐ（－γα（λ））。ここで、吸光度スペクトルα
（λ）は、各気体種に固有のものであり既知である。
【００２６】
　一方、本発明の１つ以上の実施形態では、赤外線を吸収する気体プルーム２０は、熱エ
ネルギー６０も放射する。これは、気体の温度（Ｔｐ）における黒体放射（プランク関数
）Ｂ（Ｔｐ，λ）と、気体の放射率（１－τｐ）との積により特徴づけられる。したがっ
て、１つ以上の実施形態では、ＯＧＩカメラ３０は、式（１）で与えられる気体プルーム
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２０による吸収により調節された背景放射輝度Ｌｂ（λ）を記録する。
【数１】

【００２７】
　気体プルーム２０と背景４０の相対的温度差に応じて、気体プルーム２０を画像内の背
景４０に対して暗コントラスト又は明コントラストとして可視化してもよい。
【００２８】
　方程式（１）でＬｂ（λ）及びＢ（Ｔｐ，λ）が分かっていると仮定すると、簡略化さ
れた放射伝達方程式（１）により透過率係数τｐ（λ）の定量、ひいては気体プルーム２
０の濃度・長定量の物理的原理も得ることができる。Ｂ（Ｔｐ，λ）は、気体プルーム２
０の温度を測定しプランク関数を用いて計算することにより容易に求められる。したがっ
て、背景放射輝度Ｌｂ（λ）を求めることは、光学式気体撮像（ＯＧＩ）における気体濃
度・長定量にとって重要な課題である。
【００２９】
　本発明の１つ以上の実施形態では、光学的気体映像で背景放射輝度を推定する方法は、
複数のフィルターと機械学習技術、及びそれに基づく気体濃度・長の定量処理を用いるマ
ルチスペクトルの手法を採用してもよい。この方法では、背景画像を解析的に生成しても
よい。
【００３０】
　したがって、本発明の１つ以上の実施形態は、気体プルームの存在下で背景放射輝度を
推定し、気体濃度・長を定量することができるという利点を有することができる。本発明
の１つ以上の実施形態が広範な環境条件下で信頼性の高い背景放射輝度推定を提供できる
のは有利である。
【００３１】
　図３は、１つ以上の実施形態によるマルチスペクトル法を用いる背景放射輝度推定に基
づく気体濃度・長を定量する方法を記載するフローチャートである。本発明の１つ以上の
実施形態では、図３に示す工程の１つ以上を省くか、繰り返してもよいし、追加の工程を
行ってもよい。したがって、本発明の範囲が図３に示す特定の順序の工程に限定されるも
のと考えるべきではない。
【００３２】
　工程３１０では、画像を取得する。この画像は、プルームを含んでいてもよいし、含ん
でいなくてもよい。１つ以上の実施形態では、この画像はＯＧＩカメラにより取得された
赤外線画像であってもよい。説明を明確にし、この画像を他の画像と区別するため、以下
この画像を赤外線（ＩＲ）画像と呼ぶ。ただし、この用語は画像を赤外線に限定すること
を意図するものではない。他の放射波長の画像が包含されてもよいことは容易にわかる。
１つのＩＲ画像が取得されてもよいし、一連のＩＲ画像が取得されてもよいし、一連のビ
デオ画像フレームも同様である。ＩＲ画像の画素の輝度をＯＧＩカメラの既知の較正デー
タを用いて較正し、その場面の温度と放射輝度値のいずれかを示してもよい。
【００３３】
　工程３２０では、本方法は、シミュレーションデータ及び／又は実験測定値から導き出
した解析モデルを用いて背景放射輝度を推定する。背景放射輝度推定は、既知の大気温度
、背景温度、背景反射性、及び類似の環境パラメーターの入力に基づいてもよい。背景放
射輝度推定のための解析モデルは、様々な背景材料の熱特性及び広範な環境条件について
の、背景場面からの個別の帯域積分放射輝度のシミュレーションデータ又は実験測定デー
タに関する機械学習を用いて導き出されてもよい。本明細書の背景場面は、対象気体又は
汚染気体がない背景画像を指す。熱特性は、反射率、放射率などを含んでもよい。環境条
件は、背景材料の温度、大気温度、背景材料と大気の温度差、日光条件などを含んでもよ
い。
【００３４】
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　工程３３０では、本方法は、赤外線画像データと推定背景放射輝度を用いて各ピクセル
の気体濃度・長を計算する。１つ以上の実施形態では、気体温度を温度計で測定してもよ
く、あるいは外気温度と同じであるものと想定してもよい。
【００３５】
　気体濃度・長の計算は、上記の放射伝達モデルに基づいてもよく、国際特許第ＷＯ２０
１７１０４６０７Ａ１号に開示される手順を用いてもよい。
【００３６】
　工程３４０では、本方法は、対象気体と少なくとも１つの汚染気体を識別する。
【００３７】
　１つ以上の実施形態では、図３のフローチャートを参照して説明している方法は、映像
ストリームで生成することができるものなど、複数の画像を処理するために工程３１０～
３５０を複数回繰り返してもよい。
【００３８】
　工程３５０では、本方法は、少なくとも１つのピクセルの気体濃度・長が気体閾値レベ
ルを超える場合に警報を発する。警報は、多くの形態をとってもよく、複数の形態を含ん
でもよい。警報の形態の１つは、ユーザー制御盤表面の色付きライト（例えば赤色光）で
あってもよい。このライトは、点灯及び／又は点滅してもよい。警報は、音によるもの、
例えばベル、サイレン、警笛などであってもよい。警報は、電子メール、ファックス、シ
ョートメッセージシステム（ＳＭＳ）のテキストメッセージ、電話通信などであってもよ
い。警報をコンピューター画面、携帯装置、携帯電話などに表示してもよい。警報を１つ
以上の場所及び／又は一人以上のユーザーに提供してもよい。警報を有線及び／若しくは
無線のシステム若しくはネットワーク経由で送信してもよい。警報の宛先を、ユーザー及
び／又は警報に応答して１つ以上の機能を自動的に実行することができる別の装置にして
もよい。
【００３９】
　図４～図６は、図３の工程３２０のように解析モデルを用いる背景放射輝度推定の処理
のシミュレーション例を表す。図４は、１つ以上の実施形態におけるメタン（ＣＨ４）４
４０と水蒸気（Ｈ２Ｏ）４５０の透過率スペクトルのシミュレーションを表す。中赤外線
（ＭＷＩＲ）マルチスペクトルＯＧＩの三帯域構成で用いることができる３個の長波長透
過フィルター４１０、４２０、４３０も示す。この場合の三帯域構成は、マルチスペクト
ル構成の一例である。当業者には、マルチスペクトル構成が２つ以上の帯域を含んでもよ
いことが容易に分かる。３つの長波長透過フィルターを用いて３つの帯域を構成すること
ができる。第１の活性帯域は、フィルター４１０で透過する帯域からフィルター４３０で
透過する帯域を差し引いた帯域として表すことができる。同様に、第２の活性帯域は、フ
ィルター４２０で透過する帯域からフィルター４３０で透過する帯域を差し引いた帯域と
して表すことができる。参照帯域は、フィルター４３０で透過する帯域である。参照帯域
は、対象気体（本例ではメタン４４０）の吸収波長範囲の外側にあるものとして表すこと
ができる。本開示では、「吸収波長範囲の外側にある」という用語は、吸収が全くない領
域を指すものではなく、比較的少ない量の吸収のみが当該領域で生じる場合がある。当業
者は、そのような見解を容易に理解できる。
　１つ以上の実施形態では、図２と同様の背景放射輝度を式（２）で与えられるようにシ
ミュレートすることができる。
　Lb(λ) = ρb(λ)B(λ,Ta) + (1－ρb(λ))B(λ,Tb)       （２）
　式中、ρｂ、Ｔａ、及びＴｂは、それぞれ背景材料の反射率、大気温度、及び背景材料
温度である。したがって、背景放射輝度は、背景から反射される大気放射輝度及び背景か
ら直接発せられる放射輝度の寄与を含む場合がある。いくつかの例で、背景は、壁若しく
は空、又は任意の他の対象であってもよい。
【００４０】
　単帯域又は多帯域のＯＧＩシステムでは、個別の帯域で検出される放射輝度を式（３）
で与えられるように表すことができる。
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【数２】

　式中、τfilterはフィルターの透過率スペクトルであり、ｓsensorはセンサーのスペク
トル感度であり、積分を帯域の波長範囲全体に行う。検出放射輝度をシミュレートする場
合、センサーのスペクトル感度を便宜上１に設定してもよい。
【００４１】
　図５Ａ～図５Ｂは、背景温度Ｔｂの範囲、及び外気と背景材料の様々な温度差ΔＴａｂ

に対する、活性帯域と参照帯域の間の放射輝度比Ｌoff_active／Ｌoff_referenceの例示
的なシミュレーションを、背景反射率の２つの値ρｂ＝０．１（図５Ａ）とρｂ＝０．９
（図５Ｂ）について提供する。ここで、下付き文字「off」は、気体が存在しないことを
意味する。２つの活性帯域である帯域１（５１０、５１１）と帯域２（５２０、５２１）
が、温度差ΔＴａｂの範囲に対して示されており、より大きな温度差は、各曲線５１０、
５１１、５２０、及び５２１の上端に現れている。
【００４２】
　１つ以上の実施形態では、機械学習を図５Ａ及び図５Ｂのようなシミュレーションデー
タに対して実行して、ｎ番目の活性帯域の放射輝度及び参照帯域の放射輝度に関する解析
モデルを導き出してもよい。機械学習の例としては、線形回帰を含む回帰及びニューラル
ネットワークが挙げられる。１つ以上の実施形態では、解析モデルは式（４）で与えられ
てもよい。
　　Loff_active(n)= [C0 + C1・Tb + C2・(ρbΔTab)]・Loff_ref　（４）
　式中、Ｃ０、Ｃ１、及びＣ２は、シミュレーションデータの機械学習で求めたモデルパ
ラメーターである。
【００４３】
　図６は、学習データで用いられる異なる材料条件及び環境条件の下でプランクの法則に
基づいて数値結果と比較される、参照帯域の放射輝度に基づいて、２つの活性帯域（帯域
１（６１０）及び帯域２（６２０））について、１つ以上の実施形態による解析モデルで
推定した背景放射輝度を表す。
【００４４】
　１つ以上の実施形態では、気体信号パラメーターΔＬは、各活性帯域に対ついて、式（
５）に与えられるように規定される。
　　ΔL = Loff － Lon       （５）
　式中、Ｌoffは、各活性帯域で推定された背景放射輝度であり、Ｌonは、気体の存在下
で活性帯域において検出された放射輝度である。２つの活性帯域の相対的比ΔＬ（すなわ
ちΔＬband1／ΔＬband2）を特徴パラメーターとして用いて、この特徴パラメーターを事
前設定した種識別閾値と比較することで、対象気体と誤報種（すなわち汚染種）を識別し
てもよい。
【００４５】
　識別特徴パラメーターの種識別閾値を、関連誤報種毎にＯＧＩシステムで事前設定する
必要がある。これらの種識別閾値を理論的シミュレーション又は実験較正により求めても
よい。
【００４６】
　図７に、広範な気体濃度と環境条件でのメタン７４０と水蒸気７２０のシミュレーショ
ン値ΔＬband1／ΔＬband2を示す。この例では、背景温度はＴｂであり、図４で選択され
た三帯域構成に基づく気体種の温度はＴであり、これに対応するメタン７４０と水蒸気７
２０を識別する例示的な種識別閾値は、２．４（７６０）である。
【００４７】
　本発明の１つ以上の実施形態では、気体濃度・長定量システムは、プロセッサー１０２
に接続されたＯＧＩカメラ３０を含んでもよい。プロセッサー１０２は、上記の気体濃度
・長の定量方法の複数の変形例のうちの１つ以上を実行して気体濃度・長を提供し、背景
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放射輝度を推定し、及び／又は誤報を低減してもよい。
【００４８】
　１つ以上の実施形態では、プロセッサーは、演算装置に組み込まれていてもよい。演算
装置は、携帯コンピューター装置（例えばスマートフォン、タブレットコンピューター、
ラップトップコンピューター、電子書籍端末など）、デスクトップパーソナルコンピュー
ター（ＰＣ）、キオスク端末、サーバー、メインフレーム、セットトップボックスなどで
あってもよい。各演算装置は、ユーザーにより操作されてもよく、１つ以上のグラフィカ
ル・ユーザー・インターフェース（ＧＵＩ）を用いて、気体濃度・長、背景放射輝度推定
値、及び／又は背景温度推定値を計算し、かつ／又は情報をユーザーに表示するようユー
ザーからの要求を作成してもよい。ユーザーの要求は、計算されたデータの出力場所（例
えば表示装置、格納場所、プリンターなど）を指定してもよい。１つ以上の実施形態では
、演算装置の様々な要素を組み合わせて一つの要素を作成してもよい。同様に、１つの要
素により実行される機能を２つ以上の要素により実行してもよい。
【００４９】
　１つ以上の実施形態では、演算装置は、互いに接続された複数の演算装置を含んでもよ
い。
【００５０】
　１つ以上の実施形態では、ＯＧＩカメラは、演算装置とも一体になっていてもよい。
【００５１】
　赤外線（ＩＲ）光学式気体撮像（ＯＧＩ）カメラで取得した１つ以上の画像を処理及び
保存するために、複数のユーザー演算装置のうちの少なくとも１つに転送してもよい。
【００５２】
　１つ以上の実施形態では、気体濃度・長定量システムは、所定の背景放射輝度計算モデ
ルを含んでもよい。このモデルをカメラやコンピューターシステムに保存し、モデルにネ
ットワークや入力装置経由でアクセスし、又は任意の他の手段でシステムが利用できるよ
うにしてもよい。
【００５３】
　１つ以上の実施形態では、気体濃度・長定量システムは、所定の背景放射輝度計算モデ
ルを用いて、環境パラメーター及び／又は背景材料パラメーターと、参照帯域内で測定し
た放射輝度に基づいて、対象気体の存在下、又は不存在下で活性帯域の背景放射輝度を計
算してもよい。ユーザーがパラメーターを入力してもよい。
【００５４】
　本発明の実施形態を実行するためのコンピューター可読プログラムコードの形態のソフ
トウェア命令の全体又は一部は、一時的又は永久的に、ＣＤ、ＤＶＤ、記憶装置、フロッ
ピーディスク、テープ、フラッシュメモリー、物理メモリー、又は任意の他のコンピュー
ター可読記憶媒体などの非一時的コンピューター可読媒体に記憶されていてもよい。具体
的には、ソフトウェア命令は、プロセッサーにより実行されると本発明の１つ以上の実施
形態を実行するコンピューター可読プログラムコードに対応していてもよい。また、ソフ
トウェア命令を実行するプロセッサーにより実行される、考察したすべての工程は、１つ
以上の実施形態では回路などのハードウェアの形態であってもよい。当業者であれば、ハ
ードウェアが特定用途向け集積回路又は他の適切な回路で構成されてもよいことを理解で
きる。
【００５５】
　さらに、上記演算装置の１つ以上の構成要素は、遠隔地に配置されネットワーク経由で
他の構成要素と接続されていてもよい。さらに、本発明の１つ以上の実施形態は、複数の
ノードを有する分散型システムで実施されてもよく、本発明の各部分は、この分散型シス
テム内の異なるノードに配置されていてもよい。本発明の１つ以上の実施形態では、ノー
ドは、個別の演算装置に対応する。あるいは、ノードは関連する物理メモリーを有するプ
ロセッサーに対応していてもよい。あるいは、ノードは、メモリー及び／又はリソースを
共有するプロセッサー又はプロセッサーのマイクロコアに対応していてもよい。



(14) JP 2019-203879 A 2019.11.28

10

【００５６】
　１つ以上の実施形態では、非一時的コンピューター可読媒体（non-transitory compute
r readable medium、CRM）は、具現化されるコンピューター可読プログラムコードを内部
に記憶してもよい。このコンピューター可読プログラムコードは、複数のピクセルを含む
画像を読み取り、背景放射輝度を推定し、気体濃度・長を計算し、かつ気体濃度・長が気
体閾値レベルを超える場合に警報を発する。背景放射輝度を推定することは、環境パラメ
ーター及び背景材料パラメーターの入力を受信すること、及び非一時的コンピューター可
読媒体に保存された背景放射輝度計算モデルを用いて、環境パラメーター及び／又は背景
材料パラメーターと、参照帯域内で測定された放射輝度に基づいて、対象気体の存在下、
又は不存在下で活性帯域の背景放射輝度を計算することを含む。
【００５７】
　スペクトルのうち赤外線部分に関して本発明の１つ以上の実施形態を記載したが、当業
者であれば、本発明に開示された方法を他の波長の放射にも応用できることが容易に分か
る。
【００５８】
　限られた数の実施形態に関して本発明を記載したが、本開示の利益を受ける当業者は、
本明細書に開示された発明の範囲から逸脱することなく他の実施形態を考案できることが
分かる。したがって、本発明の範囲は添付の特許請求の範囲のみにより限定されるべきで
ある。

【図１Ａ】 【図１Ｂ】
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【図１Ｃ】

【図２】

【図３】

【図４】 【図５Ａ】
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【図５Ｂ】 【図６】

【図７】
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【手続補正書】
【提出日】令和1年7月25日(2019.7.25)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　気体濃度・長を定量する方法であって、
　マルチスペクトル光学式気体撮像カメラを用いて複数のピクセルを含む検出放射輝度の
マルチスペクトル画像を取得する工程、
　前記複数のピクセルのうちの少なくとも１つの背景放射輝度を推定する工程、
　前記検出放射輝度及び前記推定された背景放射輝度に基づいて前記複数のピクセルのう
ちの前記少なくとも１つの気体濃度・長を計算する工程、及び
　気体閾値レベルを超える少なくとも１つのピクセルの気体濃度・長を含む、複数の警報
条件の一覧中の各警報条件が満たされる場合に警報を発する工程を含み、
　前記マルチスペクトル光学式気体撮像カメラのマルチスペクトル構成は、対象気体の吸
収波長範囲の外側にある参照帯域と、前記対象気体の前記吸収波長範囲の少なくとも一部
を含む活性帯域とを含み、
　前記背景放射輝度を推定する工程は、
　前記活性帯域の検出放射輝度を前記参照帯域の検出放射輝度に関連付けるモデルを決定
する工程、及び
　前記モデルを較正モデルとして用いて、対象気体の存在下、又は不存在下で活性帯域の
背景放射輝度を推定する工程を含む、方法。
【請求項２】
　前記画像は、赤外線画像であり、赤外線放射を感知できる前記マルチスペクトル光学式
気体撮像カメラにより取得される、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記モデルは、回帰及びニューラルネットワークを含む機械学習を用いて決定される解
析モデルである、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記マルチスペクトル構成は、複数の活性帯域を含み、
　前記複数の活性帯域及び前記参照帯域は、活性帯域の数より１つ多い複数の長波長透過
フィルターを用いて決定され、
　前記複数の活性帯域のそれぞれは、前記参照帯域を含み、
　前記複数の活性帯域は、第１の活性帯域を含み、前記第１の活性帯域は、前記複数の長
波長透過フィルターのうちの第１の長波長透過フィルターと参照長波長透過フィルターの
第１の差である、請求項１～３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項５】
　対象気体と汚染気体とを識別する工程、及び
　種識別閾値を超える各ピクセルを誤報ピクセルとして記録する工程をさらに含み、
　前記複数の活性帯域は、第２の活性帯域を含み、前記第２の活性帯域は、前記複数の長
波長透過フィルターのうちの第２の長波長透過フィルターと前記参照長波長透過フィルタ
ーとの第２の差を含み、
　対象気体と汚染気体とを識別する工程は、識別特徴パラメーターを前記種識別閾値と比
較する工程を含み、前記識別特徴パラメーターは、比ΔＬ1st_active_band／ΔＬ2nd_act

ive_bandであり、ΔＬ1st_active_bandは前記第１の活性帯域についてのΔＬであり、Δ
Ｌ2nd_active_bandは前記第２の活性帯域についてのΔＬであり、ΔＬは、前記複数の活
性帯域のうちの１つの活性帯域で推定された背景放射輝度Ｌoffと、気体の存在下で前記
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１つの活性帯域において検出された放射輝度Ｌonとの差であり、
　警報条件の前記一覧は、気体閾値よりも大きな気体濃度・長を有する、誤報ピクセルで
はない各ピクセルをさらに含む、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記機械学習は、シミュレーションデータ及び実験測定データのうちの少なくとも１つ
に対して実行され、
　前記シミュレーションデータは、既知の大気温度、背景温度、背景反射性、及びプラン
クの法則からなる一覧から選択される少なくとも一要素に基づいて行われるシミュレーシ
ョンに基づき、
　前記実験測定データは、背景材料の反射率、背景材料の放射率、背景材料温度、大気温
度、前記背景材料と前記大気の温度差、及び日光条件からなる一覧から選択される少なく
とも一要素を測定することを含む実験測定に基づく、請求項３に記載の方法。
【請求項７】
　前記対象気体は炭化水素ガスである、請求項１～６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　前記炭化水素ガスはメタンである、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記汚染気体は水蒸気である、請求項５に記載の方法。
【請求項１０】
　前記マルチスペクトル画像のスペクトル範囲は３×１０－６ｍ～５×１０－６ｍである
、請求項１～９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記マルチスペクトル画像のスペクトル範囲は７×１０－６ｍ～１４×１０－６ｍであ
る、請求項１～９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１２】
　マルチスペクトル光学式気体撮像カメラ、及び
　前記マルチスペクトル光学式気体撮像カメラに接続されたプロセッサーを含み、
　前記プロセッサーは、
　複数のピクセルを含む画像を読み取ること、
　前記複数のピクセルのうちの少なくとも１つの背景放射輝度を推定すること、
　前記画像及び前記背景放射輝度に基づいて前記複数のピクセルのうちの前記少なくとも
１つの気体濃度・長を計算すること、及び
　少なくとも１つのピクセルの気体濃度・長が気体閾値レベルを超える場合、警報を発す
ることを行い、
　前記マルチスペクトル光学式気体撮像カメラのマルチスペクトル構成は、対象気体の吸
収波長範囲の外側にある参照帯域と、前記対象気体の前記吸収波長範囲の少なくとも一部
を含む活性帯域とを含み、
　前記背景放射輝度を推定することは、
　前記活性帯域の検出放射輝度を前記参照帯域の検出放射輝度に関連付けるモデルを決定
すること、及び
　前記モデルを較正モデルとして用いて、対象気体の存在下、又は不存在下で活性帯域の
背景放射輝度を推定することを含む、気体濃度・長定量システム。
【請求項１３】
　前記画像は、赤外線画像であり、赤外線放射を感知できる前記マルチスペクトル光学式
気体撮像カメラにより取得される、請求項１２に記載のシステム。
【請求項１４】
　前記マルチスペクトル構成は、複数の活性帯域を含み、
　前記複数の活性帯域及び前記参照帯域は、活性帯域の数より１つ多い複数の長波長透過
フィルターを用いて決定され、
　前記複数の活性帯域のそれぞれは、前記参照帯域を含み、
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　前記複数の活性帯域は、第１の活性帯域を含み、前記第１の活性帯域は、前記複数の長
波長透過フィルターのうちの第１の長波長透過フィルターと参照長波長透過フィルターの
第１の差である、請求項１２又は１３に記載のシステム。
【請求項１５】
　前記プロセッサーはさらに、
　対象気体と汚染気体とを識別すること、及び
　種識別閾値を超える各ピクセルを誤報ピクセルとして記録することを行い、
　前記複数の活性帯域は、第２の活性帯域を含み、前記第２の活性帯域は、前記複数の長
波長透過フィルターのうちの第２の長波長透過フィルターと前記参照長波長透過フィルタ
ーとの第２の差を含み、
　対象気体と汚染気体とを識別することは、識別特徴パラメーターを前記種識別閾値と比
較することを含み、前記識別特徴パラメーターは、比ΔＬ1st_active_band／ΔＬ2nd_act

ive_bandであり、ΔＬ1st_active_bandは前記第１の活性帯域についてのΔＬであり、Δ
Ｌ2nd_active_bandは前記第２の活性帯域についてのΔＬであり、ΔＬは、前記複数の活
性帯域のうちの１つの活性帯域で推定された背景放射輝度Ｌoffと、気体の存在下で前記
１つの活性帯域において検出された放射輝度Ｌonとの差であり、
　警報条件の一覧は、気体閾値よりも大きな気体濃度・長を有する、誤報ピクセルではな
い各ピクセルをさらに含む、請求項１４に記載のシステム。
【請求項１６】
　前記モデルは、回帰及びニューラルネットワークを含む機械学習を用いて決定される解
析モデルであり、
　前記機械学習は、シミュレーションデータ及び実験測定データのうちの少なくとも１つ
に対して実行され、
　前記シミュレーションデータは、既知の大気温度、背景温度、背景反射性、及びプラン
クの法則からなる一覧から選択される少なくとも一要素に基づいて行われるシミュレーシ
ョンに基づき、
　前記実験測定データは、背景材料の反射率、背景材料の放射率、背景材料温度、大気温
度、前記背景材料と前記大気の温度差、及び日光条件からなる一覧から選択される少なく
とも一要素を測定することを含む実験測定に基づく、請求項１２～１５のいずれか一項に
記載のシステム。
【請求項１７】
　コンピューターに所定の処理を実行させるプログラムであって、前記処理は、
　マルチスペクトル光学式気体撮像カメラにより撮像された、複数のピクセルを含む画像
を読み取ること、
　前記複数のピクセルのうちの少なくとも１つの背景放射輝度を推定すること、
　前記画像及び前記背景放射輝度に基づいて前記複数のピクセルのうちの前記少なくとも
１つの気体濃度・長を計算すること、及び
　少なくとも１つのピクセルの気体濃度・長が気体閾値レベルを超える場合、警報を発す
ることを含み、
　前記マルチスペクトル光学式気体撮像カメラのマルチスペクトル構成は、対象気体の吸
収波長範囲の外側にある参照帯域と、前記対象気体の前記吸収波長範囲の少なくとも一部
を含む活性帯域とを含み、
　前記背景放射輝度を推定することは、
　前記活性帯域の検出放射輝度を前記参照帯域の検出放射輝度に関連付けるモデルを決定
すること、及び
　前記モデルを較正モデルとして用いて、対象気体の存在下、又は不存在下で活性帯域の
背景放射輝度を推定することを含む、プログラム。
【請求項１８】
　前記マルチスペクトル構成は、複数の活性帯域を含み、
　前記複数の活性帯域及び前記参照帯域は、活性帯域の数より１つ多い複数の長波長透過
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フィルターを用いて決定され、
　前記複数の活性帯域のそれぞれは、前記参照帯域を含み、
　前記複数の活性帯域は、第１の活性帯域を含み、前記第１の活性帯域は、前記複数の長
波長透過フィルターのうちの第１の長波長透過フィルターと参照長波長透過フィルターの
第１の差である、請求項１７に記載のプログラム。
【請求項１９】
　前記処理はさらに、
　対象気体と汚染気体とを識別すること、及び
　種識別閾値を超える各ピクセルを誤報ピクセルとして記録することを含み、
　前記複数の活性帯域は、第２の活性帯域を含み、前記第２の活性帯域は、前記複数の長
波長透過フィルターのうちの第２の長波長透過フィルターと前記参照長波長透過フィルタ
ーとの第２の差を含み、
　対象気体と汚染気体とを識別することは、識別特徴パラメーターを前記種識別閾値と比
較することを含み、前記識別特徴パラメーターは、比ΔＬ1st_active_band／ΔＬ2nd_act

ive_bandであり、ΔＬ1st_active_bandは前記第１の活性帯域についてのΔＬであり、Δ
Ｌ2nd_active_bandは前記第２の活性帯域についてのΔＬであり、ΔＬは、前記複数の活
性帯域のうちの１つの活性帯域で推定された背景放射輝度Ｌoffと、気体の存在下で前記
１つの活性帯域において検出された放射輝度Ｌonとの差であり、
　警報条件の一覧は、気体閾値よりも大きな気体濃度・長を有する、誤報ピクセルではな
い各ピクセルをさらに含む、請求項１８に記載のプログラム。
【請求項２０】
　前記モデルは、回帰及びニューラルネットワークを含む機械学習を用いて決定される解
析モデルであり、
　前記機械学習は、シミュレーションデータ及び実験測定データのうちの少なくとも１つ
に対して実行され、
　前記シミュレーションデータは、既知の大気温度、背景温度、背景反射性、及びプラン
クの法則からなる一覧から選択される少なくとも一要素に基づいて行われるシミュレーシ
ョンに基づき、
　前記実験測定データは、背景材料の反射率、背景材料の放射率、背景材料温度、大気温
度、前記背景材料と前記大気の温度差、及び日光条件からなる一覧から選択される少なく
とも一要素を測定することを含む実験測定に基づく、請求項１７～１９のいずれか一項に
記載のプログラム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
　本発明の１つ以上の側面では、コンピューターに所定の処理を実行させるプログラムに
おける当該処理は、マルチスペクトル光学式気体撮像カメラにより撮像された、複数のピ
クセルを含む画像を読み取ること、複数のピクセルのうちの少なくとも１つの背景放射輝
度を推定し、画像及び背景放射輝度に基づいて複数のピクセルのうちの少なくとも１つの
気体濃度・長を計算すること、及び少なくとも１つのピクセルの気体濃度・長が気体閾値
レベルを超える場合、警報を発することを含んでいてもよい。マルチスペクトル光学式気
体撮像カメラのマルチスペクトル構成は、対象気体の吸収波長範囲の外側にある参照帯域
と、対象気体の吸収波長範囲の少なくとも一部を含むことができる活性帯域とを含んでも
よい。背景放射輝度を推定することは、活性帯域の検出放射輝度を参照帯域の検出放射輝
度に関連付けるモデルを決定すること、及びモデルを較正モデルとして用いて、対象気体
の存在下、又は不存在下で活性帯域の背景放射輝度を推定することを含んでもよい。
【手続補正３】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４８】
　１つ以上の実施形態では、プロセッサーは、演算装置に組み込まれていてもよい。演算
装置は、携帯コンピューター装置（例えばスマートフォン、タブレットコンピューター、
ラップトップコンピューター、電子書籍端末など）、デスクトップパーソナルコンピュー
ター（ＰＣ）、キオスク（登録商標）端末、サーバー、メインフレーム、セットトップボ
ックスなどであってもよい。各演算装置は、ユーザーにより操作されてもよく、１つ以上
のグラフィカル・ユーザー・インターフェース（ＧＵＩ）を用いて、気体濃度・長、背景
放射輝度推定値、及び／又は背景温度推定値を計算し、かつ／又は情報をユーザーに表示
するようユーザーからの要求を作成してもよい。ユーザーの要求は、計算されたデータの
出力場所（例えば表示装置、格納場所、プリンターなど）を指定してもよい。１つ以上の
実施形態では、演算装置の様々な要素を組み合わせて一つの要素を作成してもよい。同様
に、１つの要素により実行される機能を２つ以上の要素により実行してもよい。
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